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研究成果の概要（和文）：本研究では、特許の書誌情報を用いて3つの分析を実施した。第一に、発明報奨制度の導入
・改訂が企業の研究生産性に与える影響を分析した。第二に、発明者レベルの発明履歴データを用いることにより、企
業内研究者の学歴と発明生産性の違いを見ることで、課程博士教育の効果について検証した。第三に、燃料電池分野に
おける企業間・産学官の共同研究の実施状況および成果の権利配分の状況について分析した。

研究成果の概要（英文）：In this paper, I first examine the effect of revenue-based payment for employee 
inventors on inventive productivity using firm level micro data. Second, I investigate the relationship 
between education level and productivity among inventors. Lastly, I study how joint researches between 
large firm, SMEs and universities are conducted and who acquire the right of research outputs through 
joint research in fuel cell area.

研究分野：産業組織論
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 特許の書誌情報には、企業等に所属する研
究者が、いつどこで誰とどの分野でどのよう
な発明を行ったかという、発明者レベルの詳
細なデータが記録されている。このデータを
活用することにより、個人の能力やスキルに
強く依存する研究活動や、企業間、産学官の
連携の実態の一端を明らかにすることが可
能である。そこで本研究では、特許の書誌情
報を用いた 3つの研究を行った。 
 
２．研究の目的 
(1) 出願人・発明者の名寄せ 
 特許書誌情報を分析に用いるためには、同
名企業や企業名の変更の問題、同姓同名の問
題に対処する出願人・発明者の名寄せ問題が
存在する。本研究では 出願人の名寄せにつ
いて、既に実施していた出願人名寄せデータ
ベースの精度の向上と期間の拡張を行った。
また、発明者に対する名寄せがどの程度実施
可能なのかを小サンプルに絞り検討した。 
 
(2)発明報奨制度の効果 
 従業員の金銭的な動機付けと成果の関係
は労働経済学の分野で近年、精力的に研究さ
れている。最近では CEO やブルーカラー、
営業職、プロスポーツ選手等の特定の職業だ
けでなく、ホワイトカラーに対する成果賃金
とインセンティブの関係など、多様な職種に
ついて実証分析が行われるようになってき
ている（Prendargast 1999、Lazear et al. 2004）。 
 筆者は、Onishi(2009)において、企業レベル
のデータを用いて、金銭的な動機付けの一つ
である発明報奨制度の導入が研究生産性に
どのような影響を与えるのかについて分析、
また Onishi and Owan (2010)では、クロスセク
ションデータを用いて、報奨制度と個人の研
究成果の関係を実証的に分析している。本研
究は、筆者の先行研究を発展させ、発明者レ
ベルの長期のパネルデータにて、発明報奨制
度の導入・改訂と発明の生産性の関係を明ら
かにした。 
 
(3)学歴と発明生産性 
 本研究では、発明者レベルのデータを用い
て、博士課程修了者の研究生産性が、他研究
者と比較して高いのかどうかを実証的に検
証することで、高等教育の教育効果の違いに
ついて分析した。各国において、研究人材の
育成のために、大学院教育、特に博士課程教
育の整備・拡充が進められている。また、博
士課程への進学者・学位取得者は世界的に増
加しつつある。しかしながら、研究に必要な
スキルは、企業内訓練でも可能であり、その
点で必ずしも「博士課程教育」が必要とされ
ているわけではないかもしれない。実際、日
本では依然として、企業内研究者の大部分は
修士課程出身者であり、博士課程修了者の占
める割合は非常に低い（長岡他 2012、長岡・
大西 2015）。また、博士課程修了者の就職難

は、日本だけでなく世界的に顕在化しつつあ
る（Cyranoski et al. 2011）。先行研究では、ク
ロスセクションデータを用いた Marianni et 
al.(2008)において、博士課程修了者の研究生
産性は高いという結果を得ているが、
Hoisl(2008)では、学歴が実証的に有意に発明
生産性を高めるという結果を得られていな
い。本稿では、発明者レベルの長期間のパネ
ルデータを用いてこの点を詳細に分析した。 
 
(4) 共同研究の実態分析 
 特許書誌情報を用いた代表的な日本での
産学連携に関する研究として Okada et 
al.(2007)がある。この分析では、出願人情報
から特許毎に産学連携の実態を把握し、その
効果を分析している。しかし、日本の産学連
携では、古くから大学の研究者は発明者とし
てのみに記載され、特許の出願人にはならな
い可能性が多く見られることが指摘されて
いる。実際に金間他(2008)は東北大学等の事
例を用いて、そのようなケースが多数見られ
ることを示している。したがって、上記先行
研究は、産学連携の範囲を過小に評価してい
る可能性がある。 
 本研究では、燃料電池分野に絞り、特許に
記載された発明者情報を用いて、個々の発明
者の所属先を明らかにすることにより、企業
間・産学での単独／共同発明特許の質的側面
を分析することで同分野での共同研究の有
効性を議論するとともに、共同発明の権利関
係の解析を通じて、最適な権利配分が行われ
ているのかどうかを検討した。 
 
３．研究の方法 
(1) 出願人・発明者の名寄せ 
 基本的には各企業の企業名等の変遷を、新
たにウェブページ等の情報を参考にして調
査し、特許データベースの出願人データから
マッチする企業名を新たに見つけ、出願人名
寄せデータベースに追加した。また、企業の
合併や子会社化等における時系列での企業
の境界の変遷に合わせて、各年別に各企業の
出願特許を抽出可能なようにデータベース
の利便性向上に努めた。 
 発明者の名寄せについては、比較的カバー
率が高い電話帳データから、同姓同名の出現
確率を算出することによって、同姓同名問題
を回避する方法を検討した。 
 
  
(2)発明報奨制度の効果 
 特許出願人名寄せデータベースを用いて、
企業レベルの発明報奨制度と発明者個人の
時系列での特許発明動向を把握し、特許法第
35 条の職務発明規定に対応した新たに導
入・改訂された発明報奨制度が研究生産性や、
扱うプロジェクトに変化がもたらされるの
かを実証的に研究した。分析では、新たに操
作変数として、業種別の職務発明対価請求訴
訟件数を用いることで、発明報奨制度の導入



に関する内生性の問題をコントロールした。 
 
(3)学歴と発明生産性 
 分析では、学歴を高専・短大卒以下、学士
卒、修士修了、課程博士修了、論文博士取得
者に分け、それぞれの学歴について、プール
したライフサイクルでの特許発明の生産性、
時系列での発明生産性の推移を見るための
ハウスマン＝テーラーモデルでのパネルデ
ータを用いた推計、また入社後に上位学位を
取得した発明者を対象とした固定効果モデ
ルを用いた推計を行った。さらに、在学期間
の長期化による修士・課程博士修了者の潜在
的な生産性の低下がどの程度彼らのライフ
生産性にマイナスの影響を与えているのか
を計算するために、ハウスマン＝テーラーモ
デルでのパネルデータの推計結果を用いて、
発明開始年齢の遅れによる潜在的な発明件
数の減少が、どの程度深刻なのかを計算した。 
 
(4) 共同研究の実態分析 
 まず、燃料電池分野で出願された特許の発
明者全員について、それらの所属先を明らか
にした。多くの場合、特許明細書に記載され
た出願人が当該特許発明者の所属と思われ
がちであるが、そうではないケースが少なか
らず存在する。特に、大学研究者は、企業と
共同研究する場合、特許権は企業が専有する
ケースが多く、出願人は企業のみとなり、発
明者として大学研究者の名前のみ掲載され
ているケースが多い。大学技術移転機関の設
立、日本版バイドール法の成立、国立大学の
法人化以前では、大学研究者及び大学側が権
利主張することは非常にまれで、一部の極め
て生産性が高い研究者（権利配分に対する交
渉力がある）以外は、企業だけが出願人とし
て記載されているケースが多かったと思わ
れる。 
 本研究では、科学技術・学術政策研究所所
属の枝村氏の貢献により、各明細書に記載さ
れた発明者の名前や住所により、各発明者の
真の所属先を一人一人明らかにした。本研究
では産学連携を含む、共同研究の実態と、成
果との関連性、さらに権利配分の状況を、こ
れらデータを用いて回帰分析を用いて分析
した。 
 
４．研究成果 
(1) 出願人・発明者の名寄せ 
 新たに期間を 2012 年まで延長した企業の
出願人名寄せデータベースを構築・整備した。
発明者の名寄せについては、単独企業で同姓
同名者がいる確率は非常に低いことを確認
した。その上で、同じ出願人からしか出願し
ていない発明者に分析対象を絞ることで、同
姓同名問題を回避する方法を比較的利用し
やすい方法であることが確認できた。同時に、
電話帳データを用いて出現確率が低い氏名
（レアネーム）を使う方法もあり得ることが
明らかとなった。 

 
(2)発明報奨制度の効果 
 分析結果、新たに操作変数を用いた推計を
することによって、売上高やライセンス収入
にリンクした実績報奨制度の導入・改訂は、
全体として特許の被引用回数で測った彼ら
の生産性を高めている可能性があるが、出
願・登録時の報奨はそのような効果が見られ
ないことが明らかとなった。 
 
(3)学歴と発明生産性 
企業内研究者ではライスサイクル全体の生
産性を見た場合、所属先企業や研究段階、配
属部門、出身大学偏差値等をコントロールし
ても、課程博士出身者が最も高く、次いで論
文博士取得者、修士課程、学士卒の順に低下
することが明らかになった。とりわけ課程博
士出身者の場合は、就職時の遅れが伴うが、
このような遅れによるライフサイクル生産
性の低下は、入社後早期に 5年程度で解消さ
れる。また、観察されない固有の能力をコン
トロールするために、入社後に新たな学位の
取得した発明者を使って、改めて取得前後の
効果を推計した場合でも、課程博士、修士課
程では生産性が高まることが明らかになっ
た。なお、論文博士は生産性を高める効果は
認められなかった。論文博士では、大学によ
る教育効果が期待できないことからこの結
果は妥当であると思われる。 
 
(4)共同研究の実態分析 
 分析結果では、まず研究成果との関連にお
いて、大企業単独特許と比較して、中小企業
単独発明は同程度の被引用件数を有してい
るが、中小企業の産学連携の成果は統計的に
有意に被引用件数が少ないという結果を得
た。また、大企業同士の共同研究の成果も被
引用件数が有意に少ないこと、産学連携での
成果は全般的に IPC分類数が多く、技術範囲
の広いユニークな発明が生み出される傾向
が強いことを示す結果を得た。 
 権利配分の分析では、大企業と中小企業の
共同研究において、権利が共有されずに大企
業側単独で出願・権利化されるケースが多い
こと、産学連携では企業規模に関係なく企業
側単独で権利化される傾向があることを示
す結果を得た。 
 本稿の結果は、燃料電池分野での特許の質
で測った中小企業単独の研究開発の効率性
は大企業に劣らないが、産学連携では期待す
るような成果が出ていない可能性を示して
いる。後者の要因として、中小企業側の連携
の経験が十分でない可能性や、連携時に割く
リソースの不足が影響している可能性も考
えられるが、もともとリスクが高い課題を選
んで産学連携している可能性、大学側の要因
が影響している可能性も考えられる。いずれ
にせよ、産学連携は万能というわけではなく、
状況次第でうまくいかないケースもあり得
ることは理解する必要があろう。 



 権利配分では、相対的な交渉力が成果の共
有状況に影響を与えている可能性を示す結
果を得た。大企業にとっては、相対的に交渉
力の弱い中小企業との共同研究の成果の持
分を不当に高める機会が存在することは十
分に想定できる。仮に大企業側が交渉力の違
いを利用して適正な権利配分を歪めていれ
ば、それは中小企業の研究開発インセンティ
ブを低下させ、社会厚生を低下させることに
なる。今回のような権利配分の偏りが他の分
野でも観察されるのか、あるいは権利配分が
成果や企業のパフォーマンスにどのような
影響を与えているのか等について今後更な
る研究が必要と思われる。仮に中小企業の利
益や連携に対するインセンティブが損なわ
れているケースがあるならば、今後の連携を
促進するためにも政策的になんらかの手当
が必要であるかもしれない。 
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